
主要施策名：（３）商工業の振興

基本目標(章) 主要施策(節) 施策区分
事務事業

コード
事務事業 所管課

332-1 マイキープラットフォーム活用事業 地域振興課

332-2 商工会館管理運営事業 商工政策課

（１）商店街・商業者
の支援

331-1 商工団体振興事業 商工政策課

（２）商業活性化の推
進

332-3 中心市街地活性化事業 商工政策課

（４）地場企業・起業
家の支援

334-1 中小企業支援事業 商工政策課

（５）就業対策の推進 335-2 労働雇用振興事業 商工政策課

（２）商業活性化の推
進

332-4 【新型コロナ】中小企業等経済対策事業 商工政策課

333-1 企業誘致促進事業 商工政策課

333-2 産業用地開発支援事業 商工政策課

（４）地場企業・起業
家の支援

334-2 地場企業支援事業 商工政策課

事務事業本数：10

（２）商業活性化の推
進

（３）新規企業の誘致

③賑わいと活力
ある産業づくり

（３）商工業の振
興

1



≪基本情報≫

□ □ ：

□

□ ■

■ □ □ □

□ □

■ □ 】 款 2 項 1 目 8 22

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

■ □ □ □ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

事務事業の名称 マイキープラットフォーム活用事業
所管課 地域振興課

作成者（担当者） 池本　修明

事務事業コード 332-1 実施 令和03年度(令和02年度実績)

事務ふりかえりシート

総合計画での位置付け

基本目標（章） ③賑わいと活力ある産業づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （３）商工業の振興

□ 該当施策区分 （２）商業活性化の推進

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（どの
ような問題又はニーズがあ
るのか）

毎年約4千億円相当のクレジットカード等のポイントが発行されているが、そのうち3～4割程が利用されずに失効して
いる。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

市民、地元商店等

意図
（どのような状態にしたいか）

クレジットカード等のポイントを自治体ポイントへの移行を促し、商店街やネットショッピング（めいぶつチョイス）等で利
用し、地域経済の好循環を図る。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H30 年度から】 年度～ 年度まで】

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

R02年度決算 R03年度予算

事務事業の具体的内容

①クレジットカード等のポイントから自治体ポイントへの移行に伴う入金
処理（地域振興課）
②商店街等（たまなスタンプ会）での買い物で利用された自治体ポイン
ト分の支払い処理（商工政策課担当）
③ネットショッピング（めいぶつチョイス）で利用された自治体ポイント分
の支払い処理（ふるさとセールス課）

⇒

事務事業を構成する細事業（　1　）本

① マイキープラットフォーム活用事業

②

③

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

H30年度決算 R01年度決算

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0

小　　　　計 1,050 0 0 0 0

一般財源 1,050 0 0 0

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.05 0.05 0.45 0.00

職員の年間平均給与額（千円） 5,896 5,476 5,476 5,497

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 1,050 0

0.00 0.00

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,973

合　　　　　計 1,345 274 2,464 0

小　　　　計 295 274 2,464 0

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】
【12】

【14】

【13】

【18】

【6】

【12】

【15】

【16】

【18】
【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

□

■

□

■

□

□

□

□

■

□

□

■

□

■

□

□

□

□

■

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ）

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ □ □

□ □ ■ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

R01実績 R02実績 R03計画

マイキープラットフォーム活
用事業

マイキーIDの作成支援を行う マイキーID作成者数 人 6 7 1950 -

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H30実績

0

対象１単位あたりのコスト（千円） 224 39 1 0

R03年度予算

対象（ マイキーID作成者数 6 7 1950 0

H30年度決算 R01年度決算 R02年度決算

投入コスト合計（千円） 1,345 274 2,464

0.00% （－）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H30目標 R01目標 R02目標 R03目標

H30実績 R01実績 R02実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 572.69% （↑） 3097.75% （↑）

5 100 ー

6 ７ 1950
1 マイキーID作成支援数

マイナンバーカード保持者に対し、マイ
キーID作成のサポートを行う

人
10

5000 0 ー

13500 0 0
2 玉名市ポイント移行数

クレジットカード等から玉名市ポイント
（行政ポイント）への移行数

ポイント
10000

＊成果未達成時の理由

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
c

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
c

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

公
平
性

・負担率【 0.00

移行されたポイントは別事業での支出財源

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

前回のふりかえりのとおり、自治体ポイントの実証実験については昨年9月で終了した。また、新規に開始されたマイナポイン
ト事業については、マイナンバーカードの普及と併せ事業推進を行なった。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
c

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

C
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

昨年9月に自治体ポイントの実証実験が終了したことに伴い事業が終了。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

評価責任者（課長）の所見

国の実証実験に参加していたが、ポイントの移行手続の複雑さなどから市民への普及も広がらず、将来的な見通しも見えないことから実
証実験から離脱。（Ｒ2年9月末で終了。）
国の施策も変化しており、新たに開始されたマイナンバーカードを活用したマイナポイント事業について、本市のマイナンバーカードの普及
が低迷していることから、同カードの普及にも積極的に関わり事業を行なうことができた。

評価責任者

𠮷田　勇人

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

【19】【20】【21】【22】【23】【24】【25】【26】【27】【28】【29】
【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】

【２１】

【２２】

【２３】

【２４】

【２8】



≪基本情報≫

□ □ ：

□

■ □

□ □ □ ■

□ □

■ □ 】 款 7 項 1 目 1 2

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

■ □ □ □ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

事務事業の名称 商工会館管理運営事業
所管課 商工政策課

作成者（担当者） 井上友貴

事務事業コード 332-2 実施 令和03年度(令和02年度実績)

事務ふりかえりシート

総合計画での位置付け

基本目標（章） ③賑わいと活力ある産業づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （３）商工業の振興

□ 該当施策区分 （２）商業活性化の推進

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 公共施設長期整備計画等 】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（どの
ような問題又はニーズがあ
るのか）

玉名商工会館は、玉名市と玉名商工会議所との区分所有であり、玉名市は1階の一部、2階、及び5階の一部多目的
ホール所有しているため、施設の管理運営を行う必要がある。また、共有設備・共有部分については玉名商工会議所
で管理業務を行っており、市は負担金を毎年支払っている。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

市民

意図
（どのような状態にしたいか）

施設を適切に管理運営し地域産業の発展及び観光の振興を図る。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H17 年度から】 年度～ 年度まで】

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【 負担金

事業主体 国 県 市 民間

R02年度決算 R03年度予算

事務事業の具体的内容

・市所有部分の一部を商工政策課、ふるさとセールス課の執務室とし
て活用している。

商工会館は区分所有の建物であり、102号、201号、502号を玉名市が
所有し、101号、301号、302号、401号、501号を玉名商工会議所が所有
している。共有設備・共有部分の管理業務を商工会議所が行っており、
市はその管理費を面積按分にて負担している。

⇒

事務事業を構成する細事業（　1　）本

① 商工会館管理事業

②

③

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

H30年度決算 R01年度決算

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0

小　　　　計 2,742 3,268 2,252 2,423 0

一般財源 2,742 3,268 2,252 2,423

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.25 0.25 0.20 0.20

職員の年間平均給与額（千円） 5,896 5,476 5,476 5,497

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0 0

0.00 0.00

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,973

合　　　　　計 4,216 4,637 3,347 3,522

小　　　　計 1,474 1,369 1,095 1,099

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】
【12】

【14】

【13】

【18】

【6】

【12】

【15】

【16】

【18】
【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

□

□

□

■

□

□

■

□

□

□

□

■

□

■

□

□

□

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ）

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ □ ■

□ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

R01実績 R02実績 R03計画

商工会館管理事業
玉名商工会議所に負担金を支出し
施設の維持管理を行う。

開館日数(毎月20日、12/29～1/3
休館) 日 346 345 345 345

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H30実績

3,522

対象１単位あたりのコスト（千円） 0 0 0 0

R03年度予算

対象（ 施設利用者 66850 66319 65817 65189

H30年度決算 R01年度決算 R02年度決算

投入コスト合計（千円） 4,216 4,637 3,347

94.11% （↓）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H30目標 R01目標 R02目標 R03目標

H30実績 R01実績 R02実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 90.20% （↓） 137.50% （↑）

― 100 100

― ― 83.9
1 維持管理費の削減

事業費決算／直近３年間（当該年度含
まない）事業費決算平均

％
―

2

＊成果未達成時の理由

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
c

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
b

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

公
平
性

・負担率【 0.00

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

老朽化に伴う維持費の増大も予定されるなか、商工会議所との連携等により維持経費の削減に努めた。
商工政策課、ふるさとセールス課の移転先・時期は未定。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
c

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

C
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

公共施設長期整備計画の処分時期を令和３年度見直す。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

評価責任者（課長）の所見

玉名商工会館の市所有部分については、公共施設長期整備計画により売却となっているが、2課の執務場所について移転場所が決まっ
ていないため、令和3年度中に公共施設長期整備計画も見直す必要がある。
共有部分の負担金については、経費削減に努めていく。

評価責任者

中川　由美

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

【19】【20】【21】【22】【23】【24】【25】【26】【27】【28】【29】
【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】

【２１】

【２２】

【２３】
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≪基本情報≫

■ □ ：

■

□ □

■ □ □ □

□ □

■ □ 】 款 7 項 1 目 2 1

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

□ □ □ ■ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

事務事業の名称 商工団体振興事業
所管課 商工政策課

作成者（担当者） 吉田友美　浦谷有佑

事務事業コード 331-1 実施 令和03年度(令和02年度実績)

事務ふりかえりシート

総合計画での位置付け

基本目標（章） ③賑わいと活力ある産業づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （３）商工業の振興

■ 該当施策区分 （１）商店街・商業者の支援

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 　玉名市補助金等交付規則、玉名市商店街イベント事業助成金交付要綱 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（どの
ような問題又はニーズがあ
るのか）

今日の不安定な社会情勢の中で、厳しい経営状況下にある市内商工業者の経営の安定と、低迷する地元商店街の
活力を取り戻すことが求められている。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

市内商工業者

意図
（どのような状態にしたいか）

市内商工業者の経営の安定と、イベント等を通じた市内商店街の活性化を図る。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H17 年度から】 年度～ 年度まで】

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

R02年度決算 R03年度予算

事務事業の具体的内容

・玉名商工会議所に補助金を交付し、経営改善普及事業を推進するな
ど、市内商工業の振興に向け連携する。
・玉名市商工会に補助金を交付し、経営改善普及事業や地域活性化
事業を推進するなど、市内商工業の振興に向け連携する。
・商店街のイベント事業に助成金を交付し、支援する。
・玉名納涼花火大会に補助金を交付し、事業を支援する。

⇒

事務事業を構成する細事業（　9　）本

① 商工会議所連携事業

② 商工会連携事業

③ 商店街イベント支援事業

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

H30年度決算 R01年度決算

0

その他 0 0 0 6,000 0

受益者負担 0 0 0 0

0

小　　　　計 24,161 25,171 18,196 26,125 0

一般財源 24,161 25,171 18,196 20,125

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.35 0.25 0.05 0.50

職員の年間平均給与額（千円） 5,896 5,476 5,476 5,497

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0 0

0.00 0.00

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,973

合　　　　　計 26,225 26,540 18,470 28,874

小　　　　計 2,064 1,369 274 2,749

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】
【12】

【14】

【13】

【18】

【6】

【12】

【15】

【16】

【18】
【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

□

□

■

□

□

■

□

□

□

□

□

■

■

□

□

□

□

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ ■ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ）

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

R01実績 R02実績 R03計画

商工会議所連携事業
経営改善普及事業に対し補助
金を交付する。

相談・指導回数 回 1156 1377 1820 1800

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H30実績

1179 1758 1700

商店街イベント支援事業
イベント事業に対し助成金を交
付する。

イベント開催回数 回 1 3 0 1

商工会連携事業
経営改善普及事業に対し補助
金を交付する。

相談・指導回数 回 874

28,874

対象１単位あたりのコスト（千円） 18 18 13 20

R03年度予算

対象（ 商工会議所会員事業所数 1431 1449 1454 1460

H30年度決算 R01年度決算 R02年度決算

投入コスト合計（千円） 26,225 26,540 18,470

64.23% （↓）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H30目標 R01目標 R02目標 R03目標

H30実績 R01実績 R02実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 100.06% （↑） 144.19% （↑）

1400 1400 1460

1431 1449 1454
1 商工会議所及び商工会会員数

会員事業所数
（商工会議所1048+商工会383） 事業所

1400

2

＊成果未達成時の理由

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
b

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

公
平
性

・負担率【 0.00

補助金交付が主であるため

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

新型コロナウイルスの感染拡大による事業者支援で商工団体の果たす役割の重要性と、コロナ禍に対応して行くことが更に
重要となった。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
b

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

B
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

今後も市と商工団体で共同で作成する経営発達支援計画各種計画に基づき、連携による事業者への支援を実施していく。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

評価責任者（課長）の所見
昨年度より新型コロナウイルス感染症の影響を受けた事業所への支援について、各商工団体の担う役
割は大変重要である。また、各事業所の現況については商工団体が詳細に把握していると思われるた
め、今後も連携して、各商工業者の事業支援に努め、市内経済の活性化を図る必要がある。

評価責任者

中川　由美

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

【19】【20】【21】【22】【23】【24】【25】【26】【27】【28】【29】
【18】

【20】
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【２７】
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≪基本情報≫

□ □ ：

■

■ □

■ □ □ □

□ □

■ □ 】 款 7 項 1 目 2 5

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

■ □ □ □ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

事務事業の名称 中心市街地活性化事業
所管課 商工政策課

作成者（担当者） 平野由美子

事務事業コード 332-3 実施 令和03年度(令和02年度実績)

事務ふりかえりシート

総合計画での位置付け

基本目標（章） ③賑わいと活力ある産業づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （３）商工業の振興

□ 該当施策区分 （２）商業活性化の推進

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 中心市街地活性化法、玉名市商店街空き地空き店舗対策事業補助金交付要綱 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 玉名市中心市街地活性化基本計画 】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（どの
ような問題又はニーズがあ
るのか）

消費者ニーズの多様化や車社会の進展により、消費動向が商店街など地域型から大型店やロードサイド店などの郊外型へと移り
つつある。かつての中心市街地は衰退し、人口流出や後継者不足により、空き店舗が目立ち、買い物に不自由する高齢者等の問
題が浮き彫りとなっている。中心市街地の活性化のためには、中心商店街の振興と併せて街なか居住の推進によるコンパクトシ
ティの考え方が必要である。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

商店街、商工団体、市民

意図
（どのような状態にしたいか）

新玉名駅前整備や立地適正化計画等と連動しながら、それらの状況に応じた事業を実施して、中心市街地の魅力向
上、賑わい回復に繋げる。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H17 年度から】 年度～ 年度まで】

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

R02年度決算 R03年度予算

事務事業の具体的内容

・商業施設跡地の利活用を含めた中心市街地の活性化に関する業務
を行う。
・中心市街地活性化基本計画に基づき、過去に整備した高瀬蔵と連携
して、中心市街地の活性化に資する事業を行う。
・中心市街地の区域において、魅力ある商店街づくりや商店街の活性
化を図るため、空き地空き店舗の活用推進を図る。
・商工振興の発展に資するため、商店街に於いて共同施設の設置を推
奨する。

⇒

事務事業を構成する細事業（　4　）本

① 中心市街地活性化事業

② 高瀬蔵連携事業

③ 商店街空き店舗対策事業

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

H30年度決算 R01年度決算

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0

小　　　　計 0 1,578 0 2,691 0

一般財源 0 1,578 0 2,691

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.35 0.25 0.05 0.50

職員の年間平均給与額（千円） 5,896 5,476 5,476 5,497

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0 0

0.00 0.00

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,973

合　　　　　計 2,064 2,947 274 5,440

小　　　　計 2,064 1,369 274 2,749

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】
【12】

【14】

【13】

【18】

【6】

【12】

【15】

【16】

【18】
【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

□

□

■

□

□

□

□

□

□

■

□

■

□

□

□

□

■

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ）

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

R01実績 R02実績 R03計画

中心市街地活性化事業
中心市街地活性化のための会
議等

会議開催回数 回 4 4 0 4

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H30実績

12 5 12

商店街空き店舗対策事業
空き地空き店舗の利活用に対し、補助金を交
付することにより支援する。 補助金交付件数 件 0 1 0 0

高瀬蔵連携事業 髙瀬蔵の自主事業の広報 情報提供件数 件 12

5,440

対象１単位あたりのコスト（千円） 0 0 0 0

R03年度予算

対象（ 市民 66850 66319 65817 65189

H30年度決算 R01年度決算 R02年度決算

投入コスト合計（千円） 2,064 2,947 274

4.99% （↓）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H30目標 R01目標 R02目標 R03目標

H30実績 R01実績 R02実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 69.49% （↓） 1068.27% （↑）

3 1 １

0 1 0
1 市補助活用新規出店数 中心市街地に新規出店した商店数 店

3

2

＊成果未達成時の理由 コロナ禍における経営不安より新規創業者絶対数が少なかったと考えられる。

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
b

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

公
平
性

・負担率【 0.00

受益者負担がなじまない

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

マルショク跡地を周辺地域の活性化に資する目的を条件としたプロポーザル方式による民間売却を予定したが、新型コロナウイルスの影響による、積極的な参加者が減
少すると見込んだことや売買価格など勘案して、令和３年度へ先送りした。
空き店舗補助の審査においては、審査会を実施し、事業継続の可能性・妥当性を経営計画やプレゼンテーションで審査することで事業効果が持続できるよう改善した。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
b

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

B
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

令和３年度での売却を進めていくが、地合を見極め、場合によっては先送りも検討する。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

評価責任者（課長）の所見

中心市街地活性化の一つとして、現お買い物駐車場の利活用（売却）が検討されているが、新型コロナウイルスの収束が未だ見えないた
め、関係する情報を収集しながら進めていく必要がある。
また、中心市街地の範囲についても新玉名駅周辺整備計画の進捗状況を注視しながら、空き店舗補助の要件等についても検討する必要
があると考える。

評価責任者

中川　由美

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

【19】【20】【21】【22】【23】【24】【25】【26】【27】【28】【29】
【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】

【２１】

【２２】

【２３】

【２４】

【２8】



≪基本情報≫

□ □ ：

■

□ □

■ □ □ □

□ □

■ □ 】 款 7 項 1 目 2 7

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

■ □ □ □ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

事務事業の名称 中小企業支援事業
所管課 商工政策課

作成者（担当者） 吉田友美

事務事業コード 334-1 実施 令和03年度(令和02年度実績)

事務ふりかえりシート

総合計画での位置付け

基本目標（章） ③賑わいと活力ある産業づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （３）商工業の振興

■ 該当施策区分 （４）地場企業・起業家の支援

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 中小企業信用保険法、玉名市中小企業経営安定資金保証制度要綱 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（どの
ような問題又はニーズがあ
るのか）

中小企業者の経営環境は依然として厳しい状況にある。経営の安定化は勿論のこと、経営そのものを維持していくた
めに中小零細企業の支援が必要である。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

市内に住所又は事業所を有し、事業を営む個人又は中小零細企業等

意図
（どのような状態にしたいか）

市内中小零細企業等の経営の安定化や経営基盤の強化を図る。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H17 年度から】 年度～ 年度まで】

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

R02年度決算 R03年度予算

事務事業の具体的内容

・中小企業者への資金融資の原資とするために、市内金融機関へ資金
を預託する。
・中小企業信用保険法（セーフティネット）に基づく融資を受けようとする
中小企業者の申請に対し、審査及び認定を行う。

⇒

事務事業を構成する細事業（　3　）本

① 中小企業経営安定化等資金預託金事業

② 中小企業信用保険法（セーフティネット）関連事業

③ 信用保証料補助負担金事業

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

H30年度決算 R01年度決算

0

その他 0 0 0 86,000 0

受益者負担 0 0 0 0

0

小　　　　計 127,010 127,008 96,005 86,300 0

一般財源 127,010 127,008 96,005 300

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.40 0.40 1.00 2.60

職員の年間平均給与額（千円） 5,896 5,476 5,476 5,497

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0 0

0.00 1.00

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,973

合　　　　　計 129,368 129,198 101,481 102,565

小　　　　計 2,358 2,190 5,476 16,265

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】
【12】

【14】

【13】

【18】

【6】

【12】

【15】

【16】

【18】
【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

□

■

□

□

□

■

□

■

□

□

□

□

□

■

□

□

□

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ）

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

R01実績 R02実績 R03計画

中小企業経営安定化等資
金預託金事業

金融機関に融資の原資を預託し、
融資の円滑化を図る。

融資件数 件 2 2 2 2

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H30実績

60 600 50

信用保証料補助負担金事
業

信用保証料率の引下げに伴う減収（0.2％）補
てんを行う。 保証債務件数 件 2 1 1 1

中小企業信用保険法（セーフ
ティネット）関連事業

融資を受けようとする中小企業 を
審査・認定する。

認定件数 件 4

102,565

対象１単位あたりのコスト（千円） 64,684 64,599 50,741 51,283

R03年度予算

対象（ 融資件数 2 2 2 2

H30年度決算 R01年度決算 R02年度決算

投入コスト合計（千円） 129,368 129,198 101,481

98.94% （↓）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H30目標 R01目標 R02目標 R03目標

H30実績 R01実績 R02実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 100.13% （↑） 127.31% （↑）

25000 25000 25000

3000 6000 6000
1 融資金額

玉名市融資制度に係る融資の実績金
額

千円
25000

2

＊成果未達成時の理由 国、県、民間が行う融資の充実しており、市制度利用が少なくなった。

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
c

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
b

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

公
平
性

・負担率【 0.00

融資事業のためなじまない

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

令和２年度においては、新型コロナウイルス関連の国、県の制度が創設されるなど、市の制度利用は少なかった。
南日本銀行については、令和２年度に市内の事業所が廃止されたため、令和３年度より預託契約の更新は行わないことと
なった。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
c

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

C
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

制度の廃止を含め内容を見直す。県内他市においても廃止の動きが見られる。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

評価責任者（課長）の所見
預託事業については、実績や他市町の状況を踏まえ、事業廃止の検討も必要。
セーフティーネット等の審査においては、事業者の意向に沿って迅速な対応ができている。

評価責任者

中川由美

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

【19】【20】【21】【22】【23】【24】【25】【26】【27】【28】【29】
【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】
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≪基本情報≫

□ □ ：

■

□ □

■ □ □ □

□ □

■ □ 】 款 7 項 1 目 2 8

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

□ □ □ ■ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

事務事業の名称 労働雇用振興事業
所管課 商工政策課

作成者（担当者） 浦谷有佑

事務事業コード 335-2 実施 令和03年度(令和02年度実績)

事務ふりかえりシート

総合計画での位置付け

基本目標（章） ③賑わいと活力ある産業づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （３）商工業の振興

□ 該当施策区分 （５）就業対策の推進

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 職業能力開発促進法 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（どの
ような問題又はニーズがあ
るのか）

雇用環境の悪化により、離職者の再就職は非常に厳しい状況にある。高度な技能の習得や若者の就職サポート、雇
用創出などの時代のニーズに沿った対策が求められている。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

求職者

意図
（どのような状態にしたいか）

技術や技能の取得及び就職教育を支援し、雇用創出と併せ就業に結びつける。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H17 年度から】 年度～ 年度まで】

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

R02年度決算 R03年度予算

事務事業の具体的内容

・玉名高等職業訓練校に補助金を交付し、就業者の技能向上を支援す
る。
・玉名公共職業安定所と連携して就業支援を行う。
・玉名若者サポートステーションと連携して就業支援を行う。

⇒

事務事業を構成する細事業（　3　）本

① 職業訓練校支援事業

② 玉名公共職業安定所連携事業

③ 地域若者サポートステーション関連事業

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

H30年度決算 R01年度決算

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

200

小　　　　計 200 200 200 200 200

一般財源 200 200 200 200

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.23 0.13 0.05 0.10

職員の年間平均給与額（千円） 5,896 5,476 5,476 5,497

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0 0

0.00 0.00

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,973

合　　　　　計 1,556 912 474 750

小　　　　計 1,356 712 274 550

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】
【12】

【14】

【13】

【18】

【6】

【12】

【15】

【16】

【18】
【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

■

□

■

□

□

■

□

□

□

■

□

■

□

□

□

□

■

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ）

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

R01実績 R02実績 R03計画

職業訓練校支援事業
事業支援のため補助金を交付
する。

補助金申請件数 件 1 1 1 1

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H30実績

1 0 1

地域若者サポートステー
ション関連事業

若者サポートステーション会議
への出席

会議出席回数 回 1 1 0 1

玉名公共職業安定所連携
事業

連絡会議への出席 会議出席回数 回 1

750

対象１単位あたりのコスト（千円） 0 0 0 0

R03年度予算

対象（ 就業相談件数 4527 4500 3275 4000

H30年度決算 R01年度決算 R02年度決算

投入コスト合計（千円） 1,556 912 474

77.19% （↓）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H30目標 R01目標 R02目標 R03目標

H30実績 R01実績 R02実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 169.60% （↑） 140.03% （↑）

100 79 81

87 79 81
1 就業決定者数

地域若者サポートステーションの就業
相談者に対する就業決定者数

人
200

― 3 0

― ― 2
2 玉名職業訓練校資格取得数 年度単位での各種資の取得件数 件

―

＊成果未達成時の理由 技能検定の受験者がいなかった。（令和3年度終了見込み者は0人。令和4年度終了見込み者は7人。）

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
a

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

公
平
性

・負担率【 0.00

受益者負担がなじまない

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

新型コロナウイルス感染拡大による経済状況の悪化があり予定していた事業も実現が難しくなった。
市独自の人材確保については、定住自立圏事業での高校生向けガイダンスにおいて行っていくこととした。令和2年度は新型コロナウイルス感染症の拡大期と重なり、対
面式でのガイダンスは急遽中止となり、企業紹介の動画を作成し、各高校の進路指導の中で活用していただき、管内での人材確保に努めた。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
b

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

A
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

新型コロナウイルス感染症の影響により、就職および再就職は非常に厳しくなっており、就職に関わる相談体制の必要性は上
がっている。また、職業訓練高等学校は高度な技術の取得が可能であり、現在の経済状況からすると今後も継続が必要と判
断される。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

評価責任者（課長）の所見

新型コロナウイルス感染症の影響を受け、休業、離職を余儀なくされた方も多数いると聞いている。求職者支援のため、相談会事業は重
要であり、市民生活の安定のためにも気軽に相談できる体制の維持が必要と考える。
また、高度な技術習得の機会の場として職業訓練高等学校があることは、市民の所得向上にも繋がることであるため、支援は必要であ
る。

評価責任者

中川　由美

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）
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≪基本情報≫

□ □ ：

□

□ ■

■ □ □ □

□ □

■ □ 】 款 7 項 1 目 2 20

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

■ □ □ □ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

事務事業の名称 【新型コロナ】中小企業等経済対策事業
所管課 商工政策課

作成者（担当者） 田畑順

事務事業コード 332-4 実施 令和03年度(令和02年度実績)

事務ふりかえりシート

総合計画での位置付け

基本目標（章） ③賑わいと活力ある産業づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （３）商工業の振興

□ 該当施策区分 （２）商業活性化の推進

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（どの
ような問題又はニーズがあ
るのか）

新型コロナウイルス感染症の広がりは地域経済へ大きな打撃を与えている。令和２年度より市独自の経済対策事業
を実施しているが、感染拡大の収束の見通しがつかない状況のなか、今後も継続して事業を実施していく必要があ
る。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

市内商工業事業者

意図
（どのような状態にしたいか）

国、県の事業を補完するかたちで独自の経済対策を実施することで、中小企業等の事業継続を支援する。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 Ｒ２ 年度から】 年度～ 年度まで】

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

R02年度決算 R03年度予算

事務事業の具体的内容
新型コロナウイルス感染症が地域経済へ与える状況を適宜把握し、国
や県が行う経済対策事業を補完すべく事業を展開する。 ⇒

事務事業を構成する細事業（　18　）本

① 飲食店等新型コロナ感染症対策事業

② 地域応援商品券事業

③ 新型コロナ金融円滑化特別資金利子補給金

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

H30年度決算 R01年度決算

0

その他 0 0 0 1 0

受益者負担 0 0 0 0

0

小　　　　計 0 0 565,120 86,056 0

一般財源 0 0 565,120 86,055

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.00 0.00 3.55 3.00

職員の年間平均給与額（千円） 5,896 5,476 5,476 5,497

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0 0

0.74 0.37

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,973

合　　　　　計 0 0 586,003 103,277

小　　　　計 0 0 20,883 17,221

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】
【12】

【14】

【13】

【18】

【6】

【12】

【15】

【16】

【18】
【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

■

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

■

□

■

□

□

□

□

■

□

□

■ ・受益者負担がある ⇒ ■ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

□ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる □ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ）

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

R01実績 R02実績 R03計画

飲食店等新型コロナ感染
症対策事業

事業所が行う感染防止対策の経費の一部を補
助し、事業所における感染防止の徹底を促す。 交付決定件数 件 *** *** 489 ―

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H30実績

*** 388778 ―

新型コロナ金融円滑化特
別資金利子補給金

新型コロナウイルス感染症拡大により、経営に
深刻な影響を受ける市内事業者が借り入れ
た、熊本県の制度融資の令和2年以降に生じる
利子について、融資を受けた日から3年間の補

交付決定件数 件 *** *** 315 ―

地域応援商品券事業
感染症の影響により停滞傾向にある地域経済
において、地域内消費を喚起するために「好得
券」を発行する。

販売総額面金額 千円 ***

103,277

対象１単位あたりのコスト（千円） 0 0 244 43

R03年度予算

対象（ 市内事業者 0 0 2400 2400

H30年度決算 R01年度決算 R02年度決算

投入コスト合計（千円） 0 0 586,003

567.41% （↑）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H30目標 R01目標 R02目標 R03目標

H30実績 R01実績 R02実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 0.00% （－） 0.00% （－）

*** 99.0 99.0

*** *** 99.9
1 玉名商工会議所会員事業所の事業継続率

（当該年度会員事業所数－当該年度コロナの影響による
廃業会員事業所数）／当該年度会員事業所数×100
令和2年度新型コロナウイルスによる廃業事業所＝1件
会員事業所＝1454事業所

％
***

2

＊成果未達成時の理由

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
b

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

公
平
性

・負担率【 0.00

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

前回のふりかえりなし

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
b

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

B
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

感染症が収束し、打撃を受けた業種業態が一定の回復を見せるまでコロナ関連経済対策事業を実施する。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

評価責任者（課長）の所見
昨年度は新型コロナウイルスの感染拡大状況に応じ、事業者に対して各種の支援を行ってきた。
今後、ワクチン接種により感染拡大が収まるようであれば、経済回復を加速させる事業を考案する必要があるが、それまでは昨年実施し
た事業の反省を踏まえ、ブラッシュアップした形で事業継続のための支援を行う。

評価責任者

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）
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≪基本情報≫

■ □ ：

■

□ □

■ □ □ □

□ □

■ □ 】 款 7 項 1 目 3 1

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

■ □ □ □ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

事務事業の名称 企業誘致促進事業
所管課 商工政策課

作成者（担当者） 作本由佳

事務事業コード 333-1 実施 令和03年度(令和02年度実績)

事務ふりかえりシート

総合計画での位置付け

基本目標（章） ③賑わいと活力ある産業づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （３）商工業の振興

□ 該当施策区分 （３）新規企業の誘致

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 　地域未来投資促進法、工場立地法、玉名市企業立地促進条例 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（どの
ような問題又はニーズがあ
るのか）

人口減少が続く中、地域の活力を維持・向上させるためには、社会人口の減少を抑え、あるいは増加させるための対
策が求められる。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

本市へ誘致しようとする優良企業、本市に立地を検討している企業、既に立地した企業及び市民

意図
（どのような状態にしたいか）

優良企業の誘致や既存企業の増設又は安定した操業が図られることで、新規雇用や就業機会の創出、定住人口の
増加、税収の確保等の直接効果のほか、原材料調達や消費支出などの間接効果によって、地域の活力を維持・向上
させる。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 Ｈ17 年度から】 年度～ 年度まで】

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

R02年度決算 R03年度予算

事務事業の具体的内容

・国内投資案件の可能性を持つ企業や業界などの動向調査
・企業にアポイントをとり、直接訪問しプレゼンを実施
・展示会等に参加し、有力企業との接点づくりを行う。
・既に立地した企業を定期的に訪問することで現況を調査把握し、異業
種間の交流や新たな商機のきっかけづくりの場を提供する。
・一定条件を満たす企業の新設又は増設の際に受けることができる奨
励金の交付事業を行う。
・工場等用地として適当と思われる市内遊休地及び空き物件等の情報
収集

⇒

事務事業を構成する細事業（　4　）本

① 新規企業誘致事業

② 既誘致企業アフターフォロー事業

③ 奨励金交付事業

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

H30年度決算 R01年度決算

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0

小　　　　計 4,325 137,093 10,290 19,087 0

一般財源 4,325 137,093 10,290 19,087

人
件
費

職
員
の

職員人工数 2.15 2.10 1.40 1.40

職員の年間平均給与額（千円） 5,896 5,476 5,476 5,497

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0 0

0.00 0.00

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,973

合　　　　　計 17,001 148,593 17,956 26,783

小　　　　計 12,676 11,500 7,666 7,696

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】
【12】

【14】

【13】

【18】

【6】

【12】

【15】

【16】

【18】
【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

□

□

■

□

□

■

□

□

□

■

□

■

■

□

■

□

■

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ）

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ □ □

■ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

R01実績 R02実績 R03計画

新規企業誘致事業
新規立地の可能性がある企業に
会ってプレゼンする。

企業面談回数 回 13 5 10 10

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H30実績

62 50 80

奨励金交付事業
条例に基づき、企業に対して奨
励金を交付する。

奨励金交付企業数 企業 3 1 1 2

既誘致企業アフターフォ
ロー事業

企業の現況を確認したり、企業間
が交流する場を設ける。

企業面談回数 回 87

26,783

対象１単位あたりのコスト（千円） 0 2 0 0

R03年度予算

対象（ 人口（4月1日現在） 66850 66319 65817 65189

H30年度決算 R01年度決算 R02年度決算

投入コスト合計（千円） 17,001 148,593 17,956

66.40% （↓）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H30目標 R01目標 R02目標 R03目標

H30実績 R01実績 R02実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 11.35% （↓） 821.27% （↑）

1 1 1

0 0 2
1 誘致企業数

市と立地協定を締結し、市外から新た
に立地した企業数

企業
1

1 2 1

2 1 2
2 増設企業数

市と増設協定を締結し、生産設備を増
設した市内企業

企業
1

＊成果未達成時の理由

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
a

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

公
平
性

・負担率【 0.00

受益者負担には該当しない

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

不動産事業者と協定を締結し、立地希望者の示す要件に会う民有地を照会できるマッチング制度の運用を開始し、令和2年度は2件の利用があった。現在のところ直接
企業進出には至っていないが、市が把握していない土地を効率的に探すことができ、今後も利用が期待される。また、新型コロナウイルス感染症流行後のニューノーマ
ル社会に向けて、令和3年度に企業立地推進計画を策定することとし、ターゲット業界やアプローチ方法について課内認識の共有化を図った。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
b

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

A
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

企業立地推進計画の策定に合わせ、ターゲット企業を明確化するとともに、企業訪問とＷＥＢ会議を組み合わせて誘致活動を
行い、コロナ禍・コロナ後における効果的な誘致活動のやり方を見直していく。また、企業立地促進奨励金、地場企業への奨
励金、産業用地を開発した事業者への奨励金をさらに周知・活用し、新規立地や誘致企業・地場企業の増設・拡大時に玉名
市を選んでいただける環境づくりを進めていく。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

評価責任者（課長）の所見

新型コロナウイルス感染症の影響を受け、従来の企業訪問が困難になってきている中、企業からの土地等の問い合わせがあっており、業
種によっては事業拡大や建て替え等を検討している企業もあることが伺える。民間の不動産団体とのマッチング制度を活用しながら、本市
への誘致を促したい。また、テレワーク等を導入している企業へのアプローチが困難と思えるが、従来の企業訪問に囚われることなく、新
規企業へのアプローチ法を検討すべきである。いずれにせよ、令和3年度に計画策定の企業立地推進計画で今後の方針を明確にする。

評価責任者

中川由美

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

【19】【20】【21】【22】【23】【24】【25】【26】【27】【28】【29】
【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】

【２１】

【２２】

【２３】

【２４】

【２8】



≪基本情報≫

□ □ ：

■

□ □

■ □ □ □

□ □

■ □ 】 款 7 項 1 目 3 2

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

□ □ □ ■ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

事務事業の名称 産業用地開発支援事業
所管課 商工政策課

作成者（担当者） 上嶋　晃

事務事業コード 333-2 実施 令和03年度(令和02年度実績)

事務ふりかえりシート

総合計画での位置付け

基本目標（章） ③賑わいと活力ある産業づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （３）商工業の振興

□ 該当施策区分 （３）新規企業の誘致

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 玉名市産業用地開発支援事業に関する要綱 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（どの
ような問題又はニーズがあ
るのか）

現在、本市産業の振興と雇用機会の拡大を図るため企業誘致促進事業を行っているが、誘致の為の用地が不足しており、各方面
からの問い合わせに対して提供できる土地等の紹介ができず、企業の誘致に苦慮している。しかし、市で工業用地の開発、整備を
行うことはリスクがあるため、民間の力を活用して整備できないかと考えた。（千葉市、豊田市の事例有り）

対象
(誰、何に対して、受益者等）

民間事業者

意図
（どのような状態にしたいか）

民間事業者が工業用地を整備する場合、整備された産業用地にかかる固定資産税の補助、産業用地整備に伴い市
に帰属するインフラ部分について市が負担金を支払うことで、民間事業者の負担軽減を図り、産業用地開発への取組
を支援する。このことにより企業誘致活動が行いやすくなる。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 31 年度から】 年度～ 年度まで】

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

R02年度決算 R03年度予算

事務事業の具体的内容

民間事業者が工業用地を整備することにより市に帰属する道路、水道
施設、排水施設に対し負担金を支払う。開発された土地にかかる固定
資産税を納税された翌年度に、開発事業前に課税されていた税額を差
し引いて奨励金として支払う。（最長５年間、土地の売買があった部分
は除く。）

⇒

事務事業を構成する細事業（　2　）本

① 産業用地開発支援事業奨励金事業

② 産業用地インフラ整備負担金事業

③

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

H30年度決算 R01年度決算

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

2,000

小　　　　計 0 0 0 2,000 2,000

一般財源 0 0 0 2,000

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.00 0.00 0.20 0.25

職員の年間平均給与額（千円） 5,896 5,476 5,476 5,497

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0 0

0.00 0.00

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,973

合　　　　　計 0 0 1,095 3,374

小　　　　計 0 0 1,095 1,374

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】
【12】

【14】

【13】

【18】

【6】

【12】

【15】

【16】

【18】
【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

□

□

■

□

□

□

□

□

□

■

□

■

□

□

□

□

■

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ）

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

R01実績 R02実績 R03計画

産業用地開発支援事業奨
励金事業

官民連携による産業用地の整備を図るため、
奨励金を交付する。 問合せ件数 件 *** 5 1 1

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H30実績

0 0 0
産業用地インフラ整備負担
金事業

官民連携による産業用地の整備を図るため、
負担金を交付する。 負担金交付件数 件 ***

3,374

対象１単位あたりのコスト（千円） 0 0 1,095 3,374

R03年度予算

対象（ 民間事業者数 0 0 1 1

H30年度決算 R01年度決算 R02年度決算

投入コスト合計（千円） 0 0 1,095

32.45% （↓）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H30目標 R01目標 R02目標 R03目標

H30実績 R01実績 R02実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 0.00% （－） 0.00% （－）

5 5 5

*** 0 0
1 産業用地開発に係る指定面積

産業用地開発支援事業の指定総面積が30
ヘクタールに達するまで

ha
***

1 1 1

*** 0 0
2 産業用地開発に係るインフラ整備負担金

産業用地インフラ整備負担件数（道路・
水道・排水施設）

件
***

＊成果未達成時の理由
当該産業用地開発支援事業については民間事業者による開発事業であるが、民間事業者からの産業用地開発事業指定申請書
提出には至っていないため

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
b

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

公
平
性

・負担率【 0.00

受益者負担には該当しない

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

民間事業者への周知を図るとともに、熊本県企業立地課への事業内容の説明を行い、今後の連携強化を図った。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
b

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

B
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

更なる民間事業者への周知を図りながら、民間活力を導入した官民連携による産業用地の確保に努める。また、令和3年度に
策定予定の企業立地推進計画の中で産業用地の確保に向けた候補地等を検討する。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

評価責任者（課長）の所見
産業用地に関する支援について、企業等へ周知を図り民間活力による土地の確保に努める。
また、補助申請が提出された後は、民間事業者と連携を図り企業誘致に努める。

評価責任者

中川由美

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）
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≪基本情報≫

□ □ ：

■

□ □

■ □ □ □

□ □

■ □ 】 款 7 項 1 目 3 3

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

□ □ □ ■ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

事務事業の名称 地場企業支援事業
所管課 商工政策課

作成者（担当者） 上嶋　晃

事務事業コード 334-2 実施 令和03年度(令和02年度実績)

事務ふりかえりシート

総合計画での位置付け

基本目標（章） ③賑わいと活力ある産業づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （３）商工業の振興

■ 該当施策区分 （４）地場企業・起業家の支援

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 玉名市地場企業支援奨励金交付要綱 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（どの
ような問題又はニーズがあ
るのか）

地場企業からの用地や補助金等についての問合せがあるものの、現在の支援制度は誘致企業に対するものや事業
業種を変更する場合に限られている。市内の地場企業の拡大に市が関与しなければ、他の市町に事業移転または拡
大をされる恐れがあり、税収の増が見込めなくなる恐れがある。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

市内の地場企業

意図
（どのような状態にしたいか）

地場企業の支援を行い、市内で事業拡大をしてもらうことで、地場企業による税収の増加や雇用の拡大に繋げる。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 Ｒ2 年度から】 年度～ 年度まで】

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

R02年度決算 R03年度予算

事務事業の具体的内容

地場企業支援奨励金交付事業の対象となる地場企業が市と協定を締
結し、要件を満たした場合に、対象となる次の奨励金等をそれぞれ交
付する。
設置奨励金、雇用奨励金、用地取得奨励金、合併浄化槽設置補助金

⇒

事務事業を構成する細事業（　1　）本

① 地場企業支援奨励金交付事業

②

③

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

H30年度決算 R01年度決算

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

1,000

小　　　　計 0 0 0 1,000 1,000

一般財源 0 0 0 1,000

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.00 0.00 0.10 0.25

職員の年間平均給与額（千円） 5,896 5,476 5,476 5,497

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0 0

0.00 0.00

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,973

合　　　　　計 0 0 548 2,374

小　　　　計 0 0 548 1,374

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】
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≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

□

□

■

□

□

□

□

□

□

■

□

■

□

□

□

□

■

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ）

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

R01実績 R02実績 R03計画

地場企業支援奨励金交付
事業

地場企業の市内での新設等により産業振興、
雇用拡大を図る。 奨励金交付件数 件 ― ― 0 1

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H30実績

2,374

対象１単位あたりのコスト（千円） 0 0 0 2,374

R03年度予算

対象（ 民間事業者数 0 0 0 1

H30年度決算 R01年度決算 R02年度決算

投入コスト合計（千円） 0 0 548

0.00% （－）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H30目標 R01目標 R02目標 R03目標

H30実績 R01実績 R02実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 0.00% （－） 0.00% （－）

― 0 1

― ― 0
1 地場企業の市内での新設等による奨励金 奨励金交付件数 件

―

2

＊成果未達成時の理由 市内における地場企業の新設等の実績がないため

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
b

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

公
平
性

・負担率【 0.00

受益者負担には該当しない

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

前回振り返りなし

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
b

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

B
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

地場企業の市内での新設等に対する奨励金交付について、引き続きホームページ等で周知を図る。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

評価責任者（課長）の所見
コロナ禍において他県への訪問ができない場合、市内地場企業を訪問するなどして奨励措置の案内を
行い、地場企業の事業拡大を支援する。

評価責任者

中川由美

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）
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